
※主な事業とは、市が実施しようとする新規事業・投資的経費等を中心に抜粋したもので、市が行う全ての事業を掲載したものではありません。

危機管理監 （単位：千円）

担当課 小事業 要求額 要　求　内　容 査定額 査定理由

危機管理
課

防犯カメラ管理経費 3,664
街頭犯罪の未然防止と犯罪発生時の迅速な対応等を目的として、防犯カメ
ラを増設する経費

3,600 Ｂ

危機管理
課

防災行政無線通信施
設整備事業

311,751
同報系防災行政無線の未整備地区を中心に、屋外拡声子局を設置する工
事

300,000 Ｂ

危機管理
課

避難所運営業務の自
主防災組織への委任

2,700 避難所運営業務を自主防災組織へ委任するための経費 1,800 Ｂ

危機管理
課

避難所へのキーボック
ス設置経費

11,748
避難所の速やかな開設及び鍵の配付業務の効率化のため、避難所へキー
ボックスを設置する経費

1,200 Ｂ

危機管理
課

洪水・土砂災害ハザー
ドマップ配布経費

21,902 洪水・土砂災害ハザードマップの作成、印刷及び配布のための経費 13,500 Ｃ

危機管理
課

防災服等購入経費 11,052
災害対策本部員や避難所配置職員等に貸与する防災服を購入するための
経費

5,400 Ｂ

危機管理
課

防災用蓄電池購入経
費

12,298
災害による停電時に、最小限度必要な電力を確保するため、大容量ポータ
ブル蓄電池を購入する経費

6,000 Ｂ

危機管理
課

災害時緊急放送設備
導入経費

4,489
災害時における情報発信体制強化のため、市役所本庁舎から災害情報を
放送できるコミュニティＦＭ放送設備を導入するための経費

4,000 Ｂ

危機管理
課

総合防災訓練経費 4,331 総合防災訓練を実施するための経費 1,000 Ｃ

査定理由

令和２年度　主な事業の要求・査定状況

Ａ：要求どおり全額を認めているもの

Ｂ：単価・数量・金額を精査し、所要額を予算措置したもの

Ｃ：実施方法の変更や内容の見直しを行い、所要額を予算措置したもの

Ｄ：優先順位をつけ、一部もしくは全部を次年度以降に先送りしたもの

Ｅ：実施時期・事業効果の検討等、内容調整が必要と判断したもの

Ｆ：国の補正予算を活用して、一部もしくは全部を令和元年度に前倒ししたもの


